
第 13 回 横浜市地域まちづくり推進委員会表彰部会 

日時 平成29年 10月 17日（火）

10 時から 12 時 

場所 関内中央ビル５階 

特別会議室 

次 第 

１ 開会 

２ 議事 

(1) 部会長等の選出について

(2) 横浜・人・まち・デザイン賞の概要について

(3) 第９回横浜・人・まち・デザイン賞の進め方について

ア 選考の方法について

イ 支援賞について

ウ 募集・広報の方法について

(4) その他

３ 閉会 

資料 

（資料１）   地域まちづくり推進条例等（抜粋）  

（資料２）   横浜・人・まち・デザイン賞の概要について 

（資料３－１） 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 実施概要・スケジュール（案） 

（資料３－２） 選考方法について（案） 

（資料３－３） 支援賞について（案） 

（資料３－４） 前回までの課題に対する取組について（案） 

（資料３－５） 募集に関する広報について（案） 

（参考資料１) 横浜市地域まちづくり推進委員会表彰部会要綱 

（参考資料２) 横浜まちづくり顕彰事業実施要綱 

（参考資料３) 横浜まちづくり顕彰事業実施細目 



■横浜市地域まちづくり推進委員会表彰部会委員 名簿

植松
うえまつ

 満美子
ま み こ

 市民委員（公募） 指名委員 

奥村
お く む ら

 玄
げん

 株式会社 GEN プランニング代表取締役 指名委員 

齋藤
さ い と う

 保
たもつ

株式会社イータウン代表取締役 専門委員 

田邊
た な べ

 寛子
ひ ろ こ

 まちひとこと総合計画室代表 専門委員 

室田
む ろ た

 昌子
ま さ こ

 東京都市大学環境学部教授 指名委員 

（五十音順、敬称略） 

■事務局

嶋田
し ま だ

 稔
みのる

都市整備局地域まちづくり部長 

石津
い し づ

 啓
けい

介
すけ

 都市整備局地域まちづくり課長 

谷田
た に だ

 広
ひろ

紀
き

 都市整備局地域まちづくり課担当係長 

森
も り

 直之
なおゆき

 都市整備局地域まちづくり課 

高山
たかやま

 舞
まい

 都市整備局地域まちづくり課 

池宮
いけみや

 秀
しゅう

平
へい

 都市整備局地域まちづくり課 
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横浜市地域まちづくり推進条例(抜粋) 

（目的） 

第１条 この条例は、市民等及び横浜市（以下「市」

という。）が協働して行う地域まちづくりに関し、

市民等及び市の責務を明らかにするとともに、地

域まちづくりに関する施策の基本的事項を定める

ことにより、安全で快適な魅力あるまちの実現に

資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 市民等 市内において、居住する者、事業を

営む者、土地、建物等を所有する者又は地域ま

ちづくりに関する活動を行う者をいう。 

(2) 地域住民等 地域において、居住する者、事

業を営む者又は土地、建物等を所有する者をい

う。 

(3) 地域まちづくり 安全で快適な魅力あるま

ちを実現するために行う市街地の整備又は保

全その他の地域の環境の維持又は改善の取組

をいう。 

（基本理念） 

第３条 市民等は、身近な地域において、健康で文

化的な生活を営み、創造的な活動を行うため、こ

の条例の定めるところにより、地域まちづくりに

参画する権利及び責務を有する。 

２ 地域まちづくりにおいては、市民等の主体的な

取組が尊重されなければならない。 

３ 地域まちづくりは、市民等及び市の信頼、理解

及び協力に基づき取り組まれなければならない。 

（表彰） 

第 15 条 市長は、地域まちづくりに関して特に著し

い功績のあったものに対し、表彰を行うことがで

きる。 

（地域まちづくり推進委員会） 

第 16 条 市長の諮問に応じ、地域まちづくりに関す

る基本的事項を調査審議するため、市長の附属機

関として、横浜市地域まちづくり推進委員会を置

く。 

２ 推進委員会は、地域まちづくりの推進に関する

基本的事項について、市長に意見を述べることが

できる。 

３ 推進委員会の組織及び運営について必要な事項

は、規則で定める。 

 

横浜市地域まちづくり推進条例施行規則(抜粋) 

(会議) 

第 22 条 推進委員会の会議は、委員長が招集し、委

員長がその議長となる。ただし、委員長が選出さ

れていないときは、推進委員会の招集は、市長が

行う。 

２ 推進委員会の会議は、委員の過半数が出席しな

ければ、開くことができない。 

３ 推進委員会の議事は、出席した委員の過半数を

もって決し、可否同数のときは、委員長の決する

ところによる。 

（部会） 

第 23 条 推進委員会に、必要に応じ部会を置くこと

ができる。 

２ 部会は、委員長が指名する委員及び次条第２項

の規定に基づき市長が任命する専門委員をもって

組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は、部会の委員及

び専門委員の互選によって定める。 

４ 前条の規定は、部会の会議について準用する。

この場合において、同条中「委員長」とあるのは

「部会長」と、「委員」とあるのは「部会の委員又

は専門委員」と読み替えるものとする。 

（専門委員） 

第 24 条 特別の事項を調査審議させるため必要が

あるときは、部会に専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験を有する者その他市長が

必要と認める者のうちから、市長が任命する。 

３ 専門委員の任期は、２年以内で市長が定める期

間とする。 

（委員及び専門委員の守秘義務） 

第 25 条 委員及び専門委員は、職務上知ることがで

きた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた

後も、同様とする。 

 

横浜市地域まちづくり推進委員会表彰部会要綱(抜

粋) 

（設置） 

第１条 横浜市地域まちづくり推進条例（平成 17

年 2 月 25 日横浜市条例第 4号。以下「条例」とい

う。）第 15 条に規定する表彰について審議するた

め、横浜市地域まちづくり推進条例施行規則（平

成 17 年 9 月 15 日横浜市規則第 113 号。以下「規

則」という。）第 23 条に基づき、横浜市地域まち

づくり推進委員会（以下「推進委員会」という。）

に表彰部会を置く。 

（所掌事務） 

第２条 表彰部会は、市長の諮問に応じて、次の各

号に掲げる事項について審議する。 

(1) 条例第 15 条に基づく表彰案件の選考に関す

ること。 

(2) その他表彰の実施に必要な事項に関すること。 

２ 表彰部会は、前項の諮問に関連する事項につい

て、市長に意見を述べることができる。 

（表彰部会の組織） 

第３条 表彰部会は、推進委員会の委員長が指名す

る委員及び市長が任命する専門委員５人以内をも

って組織する。 

（部会長及び職務代理者） 

第４条 表彰部会に、部会長及び職務代理者１人を

置く。 

２ 部会長は、表彰部会を代表し、会務を総理する。 

３ 職務代理者は、部会長の指名によって定める。 

４ 職務代理者は、部会長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。 

 

資料１ 

2



■横浜・人・まち・デザイン賞の概要について

地域の個性を生かした魅力あるまちづくりを推進する目的で、昭和 60年から「横浜まち

づくり功労者賞」及び「横浜まちなみ景観賞」を実施し、平成 11年度からは「横浜・人・

まち・デザイン賞（まちづくり活動部門、まちなみ景観部門）」に統合し、３回実施しまし

た。その後、両部門の根拠となる条例制定の検討に伴い募集を休止していましたが、条例

の制定・関連要綱の施行を受けて、平成 20年度に、５年ぶりに再開しました。 

「横浜・人・まち・デザイン賞」は隔年で行われており、魅力あるまちづくりへの貢献

が認められる活動を対象とした「地域まちづくり部門」と都市景観の創造や保全に寄与し

たまちなみを構成する建築物等を対象とする「まちなみ景観部門」の２部門について実施

しています。市民公募によるものの中から、「地域まちづくり部門」は横浜市地域まちづく

り推進委員会表彰部会、「まちなみ景観部門」は横浜市都市美対策審議会表彰広報部会の選

考に基づいて市長が表彰を決定しています。 

根拠 

法令等 

（横浜市地域まちづくり推進条例第 15 条） 

市長は、地域まちづくりに関して特に著しい功績のあったものに対し、表彰を

行うことができる。 

顕彰 

対象 

（横浜市まちづくり顕彰事業実施要綱第２条第２号） 

○地域まちづくり部門の顕彰対象として応募または推薦することができるものは、

横浜市内において横浜市地域まちづくり推進条例第２条第１項第３号に規定す

る地域まちづくりで、概ね３年以上の取組実績のあるもの

※地域まちづくり推進条例第２条第１項第３号

地域まちづくり 安全で快適な魅力あるまちを実現するために行う市街地の

整備又は保全その他の地域の環境の維持又は保全の取組をいう。

（横浜まちづくり顕彰事業実施細目第２条） 

○顕彰対象は、原則として民間のものとする。

○次については顕彰対象から除外する。

・過去において、横浜まちづくり功労者賞、及び横浜・人・まち・デザイン賞ま

ちづくり活動部門又は地域まちづくり部門を受賞したもの

・法令、例規等に違反しているもの

・その他顕彰対象としてふさわしくないと認められるもの

選考 

基準 

（横浜まちづくり顕彰事業実施細目第３条） 

○地域まちづくり部門の選考基準は、次の各号によるものとする。

・公共性（地域社会への貢献）が評価されるもの

・積極性が評価されるもの

・地域住民等の幅広い参加や他団体との連携が評価されるもの

・今後の活動の継続性・発展性が評価されるもの

・創意工夫が評価されるもの

表彰 

対象 

（横浜まちづくり顕彰事業実施細目第５条） 

○表彰は、顕彰対象に関連した次に掲げるものに対して行う。ただし、法令、例規

等に違反又は、表彰対象とふさわしくないと認められる物については、表彰対象

としない。

・横浜市地域まちづくり推進条例第２条第１項に規定する地域まちづくり活動の

主体である団体及び当該活動を支援した個人または団体

資料２ 
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■第８回横浜・人・まち・デザイン賞の実績

(1) 応募期間

平成 28年５月１日～６月 30日

(2) 応募状況

地域まちづくり部門：36通（選考対象 34件）

まちなみ景観部門：125 通（選考対象 115 件）

(3) 顕彰及び表彰の選考案件

ア 地域まちづくり部門：６件（主体である団体：６団体、

活動を支援した個人または団体：４団体） 

イ まちなみ景観部門：８件

(4) 表彰式

平成 29年５月 12 日（横浜市長公舎）
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第８回表彰式の様子（平成 29 年５月 12 日 横浜市長公舎） 

 

▲記念撮影 

▲薬師寺都市整備局長からの表彰状授与 ▲ティーパーティー 
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第８回横浜・人・まち・デザイン賞パネル展 

表彰式の際に使用した、受賞作品を紹介するパネルを市庁舎及び 18 区役所に展示します。 

（平成 29 年５月～10 月） 

▲磯子区役所

▲市庁舎１階市民広間

▲南区役所 ▲西区役所
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第9回　横浜・人・まち・デザイン賞　実施概要・スケジュール（案） 資料３－１

10月 １月 7/10～ ～7/20 8/10～ ～8/30 9/10～9/20 9/20～30 11/15～ ～11/30 12～１月

委員

区局

活動主体

都市
整備局

10月 １月 7月19日 8月1日 8月12日 9月5日 9月16日 9月21日 10月14日 10月20日 11月4日 11月15日 11月25日 12月6日 12月15日 12月27日

委員

区局

活動主体

都市
整備局

10月 １月 12～１月

委員

区局

活動主体

都市
整備局

※赤字が前回から今回変更する箇所です

※青字が前々回から前回変更した箇所です

5～6月

第
７
回

部会
（本賞の選考）

部会
（本賞・支援賞
ともに選考）

11月10月

部会
（本賞の選考）

第
９
回

（
改
正
案

）

第
８
回

地域まちづくり部門
景観部門合同部会

(実施詳細・募集
要項等の確認）

部会
（部会長の選出、
第９回の進め方（選
考の方法、支援賞、
募集・広報の方

法））

平成27年度 平成28年度

12月

5～6月

7月 8～9月

部会
（部会長の選出、
第８回の進め方（選
考の方法、スケ

ジュール、募集・広
報の方法））

地域まちづくり部門
景観部門合同部会

(座長の決定、第8
回デザイン賞につ

いて
（実施詳細・募集
要項等の確認））

5～6月

平成25年度 平成26年度

平成29年度 平成30年度

時期

時期

時期（予定）

部会
（部会長の選出、
第７回の進め方（選
考の方法、スケ

ジュール、募集・広
報の方法））

10/1～

地域まちづくり部門
景観部門合同部会

(座長の決定、第7
回デザイン賞につ

いて
（実施詳細・募集
要項等の確認））

採点較差の

見極め

（下位対象者は、
評価対象外とし、
調査票作成不
要）

照会票Ⓑ
作成依頼

照会票Ⓑ
受理

一次採点・
選考依頼

一次採点票
受理

照会票Ⓐ
作成依頼

照会票Ⓐ
受理

作成・返送

採点・返送

作成・返送

調査票
受理

作成・返送

回答票提出 二次採点
票受理

採点・返送

調査票
作成依頼
（他薦団体には
推薦票を送付）

調査票
受理

照会票
作成依頼

照会票
受理

回答票を
提出
採点・選考
依頼

採点票
受理

作成・返送

採点・返送

調査票
作成依頼

作成・返送

追加調査
回答票作成

前回評価対象になった
グループは時点修正
のみで提出可能

二次選考（調査票＋照会票Ⓑで選考）

照会票Ⓐ裏面に写真・地図を記入

一次選考（応募用紙と区局が作成した照会票Ⓐで選考）

見極めの協議

・他薦応募の場合、エントリーす
る団体は調査票を提出
・前回評価対象になったグルー
プは時点修正のみで提出可能
・活動写真は団体が用意

調査票・照会
票を提出

質問作成・返送

質問票受理

必要あれば照会

二次採点・
選考依頼

質問作成・返送

質問受理

支援賞対象案件の調査

応募受付
（活動の名称、応募・推薦理
由、活動団体の名称・住所・
電話番号、活動の概要（いつ
から／どこで／なにをして／
どんな効果がある）を記入し
てもらう

応募受付
（活動の名称、応募・推薦理由、
活動団体の名称・住所・電話番
号、活動の概要を記入）

調査票
作成依頼

調査票
受理

照会票
作成依頼

照会票
受理

調査票・照
会票・活動
票を提出

採点票
受理

作成・返送

採点・返送

作成・返送

追加調査
回答票作成

必要あれば照会

調査票・照会
票を提出

質問作成・返送

質問票受理

応募受付
（活動の名称、応募・推薦理
由、活動団体の名称・住所・
電話番号、活動の概要（いつ
から／どこで／なにをして／
どんな効果がある）を記入し
てもらう
※推薦者の氏名を団体に伝
える場合がある旨を記載する
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選考方法について（案） 

◇改正案

前回（第８回）の選考過程をふまえて、以下のとおりメリット・デメリットを整理し、二段階選考か

ら一段階選考に変更します。

目的 メリット デメリット 

第８回 

連続で不選考とな

っている団体が何度

も書類を作成するこ

との負担感や、不選

考になることでまち

づくりに取り組む意

欲低下を避ける。 

・二段階選考とすることで、調

査票作成の作業を一定評価以

上の活動主体に限り、調査票作

成・不選考を繰り返す可能性が

減る。 

・連続応募となった際、調査票

の作成を簡略化し、前回の調査

票を時点修正して提出するこ

とを可能とし、活動主体の負担

を削減することができる。 

＜一次選考について＞ 

・一次の段階では情報量が少なく、優

れた活動も不選考となる可能性があ

る。 

・区局が関わっている団体の方が、情

報量が多くなるため、団体ごとの情報

量に差が生じる。 

・団体に直接連絡を取れないため、委

員からの質問に十分に答えられない。 

＜スケジュールについて＞ 

・全体的に選考スケジュールが過密。 

・委員による採点回数が２回に増え

る。 

・事務局や区局の業務量が増加する。 

第９回 

【 改 正

案】 

団体から十分な情

報収集を行い、スケ

ジュールに余裕を持

たせることで、調査

や選考をより適正に

実施する。 

・応募した団体に調査票を作成

してもらうことで、一次選考で

の情報量の差が解消される。

（※これまで事務局で用意し

た活動写真等についても団体

が用意） 

・選考スケジュールに余裕がで

きる。 

・委員の採点回数、事務局や区

局の業務量が減る。 

・応募のあった団体に調査票を作成し

てもらう必要がある。（前回は、一次

選考通過団体のみに調査票の作成を

依頼） 

資料３－２ 
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支援賞について（案） 

◇趣旨

これまで支援賞の選考については、本賞の選考（部会での投票）を行ったのち、受賞団体が調査票

に記載した「活動を支援した個人または団体について」の情報と追加調査等により審査を行ってきた。 

しかし、本賞決定後に支援賞の調査や審査を行うには期間が短いこと、また、選考をメールでやり

取りしているが、委員同士の考えをメールで共有するには困難であることなど、手順に非効率な面が

ある。

そこで、より適正、効率的に選考が実施されるよう、支援賞の選考方法等を見直したい。

◇改正案

＜応募について＞

・調査票作成の段階で、「支援賞の趣旨」や「団体のメンバーは支援賞の対象にならないこと」等を

団体に伝える。

・調査票に「支援してもらったことによる効果」等を記載する欄を設け、支援賞選考の判断材料にな

るような情報を収集する。

⇒資料３－３別添 調査票（案）参照 

＜調査・選考スケジュールについて＞

・団体から調査票提出後（８月以降）、明らかに選考基準に適合しないものを除き、事務局で支援賞

対象案件の調査を開始する。

・本賞の選考とあわせて、支援賞の選考も部会（12 月か１月）で実施する。そのため、支援賞対象

についても、本賞対象と並行して調査を行う。

⇒資料３－１ 実施概要・スケジュール（案）参照

◎「活動を支援した個人または団体」の基本的な考え方

（１）地域まちづくり活動の主体が作成 した調査票等の内容を審議資料とする。

（２）まちづくりコーディネーター、ＮＰＯ等のまちづくり支援団体等を選考対象とする。

（３）今後の地域まちづくり活動の支援モデルとなるような 顕著な事案を選考対象とする。

（４）本賞の表彰対象を構成する組織や公共団体等は選考しない。

（参考）

過去に議論し、選考対象としなかった者

・資金の提供者 ・イベントの協賛者 ・運営支援者

過去に議論し、選考対象としなかったこと

・資金提供 ・運営支援（活動場所提供・イベント協賛）

資料３－３ 
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[様式１] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 調査票(案) 

（団体作成） 
番号   

※４ページ以内でまとめてください。ただし、団体の活動に関する資料を添付することができます。 

■推薦された活動について

※応募書類の内容を踏まえて記入してください。

活動名 

活動の所在地 

※位置図を添付して

ください

活動実績 

活動開始年 平成  年  月 
参加者数 

発行部数等 

最近３年間の主な

地域まちづくり活

動実績 

（イベント等を開

催した場合は概ね

の参加者数と参加

の呼びかけをした

範囲、広報誌等を

発行した場合は発

行部数も記入） 

（平成 27 年度以前）※平成 27 年度を含む 

（平成 28 年度） 

（平成 29 年度） 

今年度の活動予定 （毎週や毎月の定例の活動やその他イベントなど） 

日時 場所 内容 

資料３－３別添 
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[様式１] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 調査票(案) 

（団体作成） 
番号

活動の内容等 

活動の動機・背景 

①
～
⑤
は
選
考
基
準
に
対
応
し
た
項
目
で
す

①活動の公共性

(地域社会への

貢献) 

②活動において

積 極 性 を 持 っ

て 取 り 組 ん だ

点

③活動における

地 域 住 民 等 の

幅 広 い 参 加 や

他団体(注１)と

の連携 

④今後の活動方

針(今後の活動

の継続性・発展

性) 

⑤活動において

創 意 工 夫 し た

点 

（注１）他団体とは「自治会町内会、学校、行政機関、企業、他の市民団体」などをいいます。 
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[様式１] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 調査票(案) 

（団体作成） 
番号

■活動の主体となる団体について

※活動を主体的に行っている団体が複数の場合には、事務局にご相談ください。

団体名 会員数 人 

表彰履歴 

Web サイト URL 

■活動を支援した個人または団体について

活動を継続的に支援されてきた個人または団体の中から、支援のモデルになるような優れた事例を

「支援賞」として表彰します。 

※対象とならない個人または団体

・活動団体を構成する組織やメンバー ・行政機関（市役所、区役所など）

・資金提供者 ・イベントの協賛者や運営支援者（活動場所提供など）

活動を支援した個人

または団体の名称 

支援された

期間 
支援内容 支援を受けたことによる効果 

（記入例） 

NPO 法人 ○○○ H25.8-現在 ・活動を広めていくための広

報方法のアドバイス 

・住民ニーズに応える運営内

容、方法のアドバイスなど 

・活動が地域に認知されるよう

になり、地域から関心が寄せら

れ、協力者が増えた 
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[様式１] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 調査票(案) 

（団体作成） 
番号

■添付資料

【位置図】 

【活動写真等】 
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[様式２] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 連絡票(案) 

（団体作成） 
番号

■活動の主体となる団体の連絡先等

団体名 

代表者名 

事務局の所在地 

（住所） 

〒 

連絡先 

住所 

〒 

氏名 

電話 

Fax 

E-mail

※個人情報につきましては、今回の顕彰事務のみに使用させていただきます。
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[様式３] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 照会票(案) 

（関係区局作成） 
番号

以下の活動又は団体についての情報や関連資料等がございましたら、ご提供ください。 

なお、審査前ですので、当該団体への連絡は行わないようにお願いします。 

活動名 

団体名 

活動概要 

(応募書類から転記) 

■活動や団体に関する情報

【記入の際の注意点】 

・団体から提出された調査票及び資料の内容を確認し、各区局で把握している情報と明らかに異なる内容

や間違いの内容について記載してください。

・その他、調査票に記載されていること以外で各区局が把握している情報があれば記載してください。

活動の動機・背景 

①活動の公共性

(地域社会への貢献) 

②活動において積極性を持

って取り組んだ点

③活動における地域住民等

の幅広い参加や他団体と

の連携

④今後の活動方針(今後の

活動の継続性・発展性)

⑤活動において創意工夫し

た点

その他の情報(行政との関

わりなど) 

■事務局記入欄
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[様式４] 第９回横浜・人・まち・デザイン賞 地域まちづくり部門 推薦票(案) 

（事務局作成） 

番号 
活動名 

団体名 

活動場所 区 町 

応募・ 

推薦理由 

【
い
つ
か
ら
】 

（応募書類から転記） 

【
ど
こ
で
】 

（応募書類から転記） 

【
な
に
を
し
て
】 

（応募書類から転記） 

【
ど
ん
な
効
果
が
あ
る
】 

（応募書類から転記） 
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前回までの課題に対する取組について（案） 

◇改正案

課題 改正点 想定される効果 

自薦よりも他薦応募の

件数の方が多い

（前回は、自薦 14 件、

他薦 23 件）。 

募集リーフレットやホーム

ページに、受賞による効果や

メリットを掲載する（過去の

受賞団体にアンケートなど）。 

デザイン賞受賞による効果を

紹介するなど、ＰＲを強化する

ことで、応募のモチベーション

を上げ、特に自薦応募件数を増

やす。

他薦応募の場合、活動

団体にとっては知らな

いうちに応募され、推薦

者情報を伝えられずに

調査票の作成を依頼さ

れることで、活動団体の

負担感、不信感が増す可

能性がある。

応募者の氏名を団体へ伝え

る場合がある旨を応募用紙に

記載する。

応募者を活動団体に公表する

ことで、活動団体の不信感を軽

減。

区役所に団体の推薦を正式

に依頼する。

区役所から推薦してもらうこ

とで、推薦者が明らかになり、

団体に安心感を持ってもらえ

る。

他薦の場合には、辞退できる

旨を調査票依頼文に記載す

る。

活動団体の調査票作成の負担

を軽減。

何回か他薦され継続的

に周囲から評価されて

いるにも関わらず、審査

書類に反映されない。地

道に活動を継続してい

る団体への配慮が必要。

調査票に、応募回数を記載す

る。

審査時に応募回数を勘案する

ことで、地道に活動を継続して

いる団体を評価できる。

資料３－４ 
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募集に関する広報について（案） 

広報内容 時期（予定） 備考 

記者発表 平成 30 年４月下旬 

都市整備局ホームページ掲載 平成 30 年５～６月 

広報よこはま「はま情報」募集記

事掲載 
平成 30 年５月１日 

神奈川新聞「市民の広場」募集記

事掲載 
平成 30 年５月上旬 

テレビ神奈川「ハマナビ」募集放

送※お知らせコーナー 
平成 30 年５月上旬 

市庁舎１階市民広間及び区役所に

て広報パネル展示 
平成 30 年５月 

建築・土木系雑誌へ募集記事掲載 
日経コンストラクション、日経ア

ーキテクチュア、新建築等 

タウンニュース掲載（依頼） 平成 30 年５月～ 

地域まちづくり課メールマガジン

「ヨコハマ人・まち」掲載 
平成 30 年５月上旬 

市民活動支援センターメールマガ

ジン掲載 
平成 30 年５月上旬 

「animato pico（アニマート 

ピコ）」 

募集リーフレット・ポスター配付 平成 30 年５～６月 
区役所等 

（配布先は裏面参照） 

市内地域まちづくり活動団体等へ

情報提供 
平成 30 年５月 

地域まちづくり組織、まち普請整

備団体等 

市内建設関係の業界団体への情報

提供 
平成 30 年５月 

神奈川県建築士事務所協会、神奈

川県建築士会等、横浜建設業協会 

市内大学・高校への情報提供 平成 30 年５～６月 大学 30 校、市立高校 11 校 

中間支援組織への情報提供 平成 30 年５～６月 

区民活動支援センター、社会福祉

協議会、まちづくり支援団体、地

域ケアプラザ、緑の協会等 

まちづくりコーディネーターへの

情報提供 
平成 30 年５～６月 コーディネーター63 名

資料３－５ 
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（募集リーフレット配布先一覧） 

場所 箇所数 備考 

市民情報センター １ 

区役所広報相談係 18 

行政サービスコーナー 13 

地区センター 80 

コミュニティハウス 115 

地域ケアプラザ 133 

公会堂 18 

図書館 18 

区社会福祉協議会 18 

市民活動支援センター １ 

区民活動支援センター 18 

男女共同参画センター ２ 

まちづくり支援団体 11 

まちづくりコーディネーター 63 

緑の協会 １ 

県民活動サポートセンター １ 

ボランティアセンター １ 

神奈川県建築士事務所協会 １ 

神奈川県建築士会 １ 

コミュニティカフェ 15 

子育て支援 19 

まち普請事業整備済団体 44 

市内大学 30 

市立高校 11 
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横浜市地域まちづくり推進委員会表彰部会要綱 

制 定 平成 19 年 10 月 30 日 都地ま第 1237 号（局長決裁） 

（設置） 

第１条 横浜市地域まちづくり推進条例（平成 17 年 2月 25 日横浜市条例第 4号。以

下「条例」という。）第 15 条に規定する表彰について審議するため、横浜市地域ま

ちづくり推進条例施行規則（平成 17 年 9月 15 日横浜市規則第 113 号。以下「規則」

という。）第 23 条に基づき、横浜市地域まちづくり推進委員会（以下「推進委員会」

という。）に表彰部会を置く。 

（所掌事務） 

第２条 表彰部会は、市長の諮問に応じて、次の各号に掲げる事項について審議する。 

(1) 条例第１５条に基づく表彰案件の選考に関すること。

(2) その他表彰の実施に必要な事項に関すること。

２ 表彰部会は、前項の諮問に関連する事項について、市長に意見を述べることがで

きる。 

（表彰部会の組織） 

第３条 表彰部会は、推進委員会の委員長が指名する委員及び市長が任命する専門委

員５人以内をもって組織する。 

（部会長及び職務代理者） 

第４条 表彰部会に、部会長及び職務代理者１人を置く。 

２ 部会長は、表彰部会を代表し、会務を総理する。 

３ 職務代理者は、部会長の指名によって定める。 

４ 職務代理者は、部会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（表彰部会の庶務） 

第５条 表彰部会の庶務は、都市整備局地域まちづくり課において処理する。 

（表彰部会の運営に関する委任） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、表彰部会の運営に関し必要な事項は、部会長

が表彰部会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 19 年 11 月 1日から施行する。 

参考資料 1
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横浜まちづくり顕彰事業実施要綱

（目的）

第１条 横浜市魅力ある都市景観の創造に関する条例（平成 18 年 2 月横浜市条例第 2 号）

第 17 条及び横浜市地域まちづくり推進条例（平成 17 年 2 月横浜市条例第 4 号）第 15

条に基づき、横浜市における、地域の個性を活かした魅力あるまちづくりへの貢献が認

められる「まちなみを構成する建築物等」や、「地域まちづくりの取組」を顕彰し、もっ

てまちづくりの推進に寄与する目的で、横浜まちづくり顕彰事業（以下「顕彰事業」と

する）を実施する。

（賞及び部門）

第２条 顕彰事業には、横浜・人・まち・デザイン賞を設け、まちなみ景観部門、地域ま

ちづくり部門について実施する。

(１) まちなみ景観部門の顕彰対象として応募または推薦することができるものは、横浜市

内において地域の個性を活かした魅力ある都市景観の形成に寄与している、まちなみ、

建築物、工作物等で、おおむね 10 年以内に新しく造られたもの、又は歴史的建造物

等再生されたものであるものとする。

(２) 地域まちづくり部門の顕彰対象として応募または推薦することができるものは、横浜

市内において横浜市地域まちづくり推進条例第 2条第 1項第 3号に規定する地域まち

づくりで、おおむね 3 年以上の取組実績のあるものとする。

（審査選考）

第３条 顕彰対象の審査選考については各部門において次の機関が行う。

（１）まちなみ景観部門の審査選考は、横浜市都市美対策審議会表彰広報部会が行う。

（２）地域まちづくり部門の審査選考は、横浜市地域まちづくり推進委員会表彰部会が行

う。

（顕彰対象の決定）

第４条 顕彰対象は、横浜市都市美対策審議会表彰広報部会及び横浜市地域まちづくり推

進委員会表彰部会の選考に基づき、市長が決定する。

（表彰）

第５条 顕彰対象に対する表彰は、市長が隔年１回行う。

（主催等）

第６条 本事業は、横浜市が主催し、必要に応じて趣旨に賛同する団体の協力を得て行う

ことができる。

参考資料 2 
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（国土交通大臣への推薦）

第７条 市長は、横浜・人・まち・デザイン賞の受賞者を、国土交通大臣が行う「まち

づくり功労者表彰」の候補者として推薦することができる。

（その他）

第８条 この要綱の実施に関し必要な事項は、都市整備局長が別に定める。

付則

この要綱は、昭和６０年１０月２２日から実施する。

この要綱は、平成１１年１０月２５日から実施する。

この要綱は、平成１７年 ４月 １日から実施する。

この要綱は、平成２０年 ３月２１日から実施する。

この要綱は、平成２４年 ４月 １日から実施する。
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横浜まちづくり顕彰事業実施細目

（趣旨）

第１条 この実施細目は、横浜まちづくり顕彰事業実施要綱（平成２４年４月１日改正。

以下「要綱」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（選考の原則）

第２条 顕彰対象は、原則として民間のものとする。ただし、横浜市又はその他の行政機

関等が事業者である建築物、工作物等については、市民の評価が高いと認められる場合

に顕彰することができる。

２  次については顕彰対象から除外する。

（１）まちなみ景観部門については、過去において、横浜まちなみ景観賞、及び横浜・人・

まち・デザイン賞まちなみ景観部門を受賞したもの

（２）地域まちづくり部門については、過去において、横浜まちづくり功労者賞、及び横

浜・人・まち・デザイン賞まちづくり活動部門又は地域まちづくり部門を受賞したも

の

（３）法令、例規等に違反しているもの

（４）その他顕彰対象としてふさわしくないと認められるもの

（選考基準）

第３条 まちなみ景観部門の選考基準は、次の各号によるものとする。

（１）地域の個性と魅力にあふれた新しい都市景観の創造に寄与しているもの

（２）まちの活性化に寄与し、賑わいのある都市景観を形成しているもの

（３）歴史的なまちなみ、及び自然景観の保全に寄与し、又はそれらと調和を保っている

もの

（４）横浜らしさの演出に寄与しているもの

（５）都市景観と環境や福祉への配慮などの先進的な取り組みが調和しているもの

（６）その他、優れた都市景観の形成に寄与しているもの

２ 地域まちづくり部門の選考基準は、次の各号によるものとする。

（１）公共性（地域社会への貢献）が評価されるもの

（２）積極性が評価されるもの

（３）地域住民等の幅広い参加や他団体との連携が評価されるもの

（４）今後の活動の継続性・発展性が評価されるもの

（５）創意工夫が評価されるもの

参考資料３ 
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（調査又は報告） 

第 4 条 市長は審査選考のため必要があるときは、顕彰対象として応募又は推薦すること

ができるもの状況を調査し、又はその関係者から報告を徴することができる。 

 

（表彰対象） 

第５条 表彰は、顕彰対象に関連した次に掲げるものに対して行う。ただし、法令、例規

等に違反又は、表彰対象とふさわしくないと認められる物については、表彰対象としない。 

（１）まちなみ、建築物、工作物等の事業者、設計者、施工者等 

（２）横浜市地域まちづくり推進条例第 2 条第 1 項に規定する地域まちづくり活動の主体

である団体及び当該活動を支援した個人または団体 

（３）その他顕彰対象に関連するもの 

 

（表彰方法） 

第６条 表彰は、市長が行い、表彰状を授与する。 

２ 表彰対象に対し、記念品を贈呈することができる。 

 

（事務局） 

第７条 表彰に関する事務を処理するため、事務局を設ける。 

２ 事務局は、まちなみ景観部門においては都市整備局景観調整課、地域まちづくり部門

においては同局地域まちづくり課に置く。 

 

（その他） 

第８条 この実施細目に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

付則 

この細目は、平成１１年１０月２５日から実施する。 

この細目は、平成１７年 ４月 １日から実施する。 

この細目は、平成２０年 ３月２１日から実施する。 

この細目は、平成２４年 ４月 １日から実施する。 

この細目は、平成２５年 ４月 １日から実施する。 
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